
【 第7 回】

東京都太陽光発電設備
高度循環利用推進協議会

2024年９ 月３ 日（ 火）

13： 00～
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Agenda

1. 開会挨拶

2. 太陽光パネル処理の調査報告

• 首都圏リ サイ ク ル施設の受入れ実態

• 都内中間処理業者の受入れ実態

3. 次世代型ソ ーラ ーセルの調査報告

4. マニュ アルへの災害時の対応追加

5. リ サイ ク ル施設の追加公募の報告

6. リ サイ ク ル補助事業

7. 補助事業、 マニュ アル等の周知活動

8. 情報提供

• ガラ ス リ サイ ク ルの取組（ AGC株式会社）

• 川崎市の取組について（ 川崎市）

• 国の動き （ リ サイ ク ル義務制度、 高度化法など ）

本日の次第
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協議会委員

区分 団体名・ 企業名 役職・ 氏名（ 敬称略）

メ ン テナンス 業者・
検査修理業者

一般社団法人 日本太陽光メ ン テナン ス 協会 幹事 増田 幹弘

一般社団法人 新エネルギーO&M協議会 専務理事 大門 敏男

取外し ・ 解体業者 一般社団法人 東京建物解体協会 副会⾧ 高橋 仁

収集運搬業者・
リ サイ ク ル業者

一般社団法人 東京都産業資源循環協会

株式会社浜田
経営企画室環境ソ リ ュ ーショ ン 研究所課⾧

浪越 悠介

株式会社リ ーテム
営業ユニッ ト ⾧ 兼営業部⾧

山崎 隆久

リ ユース 業者

株式会社エヌ ・ ピ ー・ シー
環境関連営業部環境営業グループ 部⾧ 補佐
宇田 賢司

丸紅株式会社
電力新事業部副部⾧

新井 信行

ハウ ス メ ーカー 一般社団法人 住宅生産団体連合会

積水ハウ ス 株式会社
ESG経営推進本部環境推進部課⾧

村井 孝嗣

モジュ ールメ ーカ ー 一般社団法人 太陽光発電協会
適正処理・ リ サイ ク ル研究会リ ーダー
西堀 仁

販売・ 施工業者 一般社団法人 日本PVプラ ン ナー協会 常務理事兼事務局⾧ 大槻 浩之

オブザーバー 川崎市
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１ 調査対象
首都圏（ 茨城県、 栃木県、 群馬県、 埼玉県、 千葉県、 東京都、 神奈川県、 山梨県） に所在
する 太陽光パネルのリ サイ ク ルが可能な産業廃棄物中間処理業者
（ 10社）

２ 調査方法
調査対象10社に対し 、 メ ールにて調査票を 配付し アンケート 形式によ り 調査を実施し 、 使
用済太陽光パネルの排出実態（ 直近５ 年間の件数、 廃棄量、 廃棄事由、 廃棄物処理フ ロ ー
等） 及び処理状況（ 太陽光パネルの処理実態、 施設稼働率、 リ サイ ク ル方法、 受入れ可能
な太陽光パネルの種類及び状態等） に関する 情報を収集、 整理

３ 調査時期
２ ０ ２ ３ 年１ １ 月～２ ０ ２ ４ 年３ 月

太陽光パネル処理の調査報告（ 2023年度調査 首都圏リ サイ ク ル施設の受入れ実態）

首都圏リ サイ ク ル施設へ受入れ実態に関する アンケート 調査を実施
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施設 稼働開始 2022年度処理実態【稼働率】 2021年度以前

Ａ 社
2022年

1月
事業用9件55枚(1.0t)、 住宅用1件12枚(0.2t) 
（ う ち都内 事業用1枚） 【 1% 未満】

Ｂ 社
2021年

4月
事業用5,122枚(54t)、 住宅用69枚(1.0t) 
(う ち都内 事業用96枚(0.5t)) 【 1% 】

2021年度： 2,155枚(43t)

Ｃ 社
2021年

4月
1,367枚
（ う ち都内 事業用204枚） 【 1% 未満】

2021年4月～2022年6月: 
862枚(17t)

Ｄ 社
2018年
10月

事業用124件3,800枚(76t)、 住宅用16件242枚(3t)
（ う ち都内 住宅用16件242枚(3t)) 【 5% 未満】

Ｅ 社
2018年

8月
事業用13,000枚
（ う ち都内 0件） 【 3% 未満】

2020年度:40t
2021年度:490t

F社
2017年

7月

事業用9件･396枚(7.18t)、 住宅用8件･182枚(4t) 
（ う ち都内 事業用4件･37枚(1t)

住宅用5件･100枚(3t)) 【 1% 未満】

2020年度：
事業用6.9t、 住宅用8.1t
2021年度：
事業用4.5t、 住宅用5.5t

G社
2022年
12月

事業用50件･1855枚、 住宅用10件･92枚
（ う ち都内 0件） 【 6% 】

H社 【 1% 未満】

I社 【 1% 】

 現状、 ど の施設も 事業用パネルを含めても 稼働率に余裕がある

 都内の住宅用パネルの数は少なく 、 多く ても 3t/年処理（ 5～16件/年）

４ 調査結果

各施設の処理実態

太陽光パネル処理の調査報告（ 2023年度調査 首都圏リ サイ ク ル施設の受入れ実態）
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施設 リ サイ ク ル方法 受け入れ条件

G社

アルミ 枠 金属原料 ・ 結晶シリ コ ン系のみ
・ 事前に型番、 仕様等確認ガラ ス 土木資材、 建設資材

セル・ 封止材・ バッ ク シート 精錬

H社

アルミ 枠 金属原料 ・ 結晶シリ コ ン系のみ
・ 有害物質含有情報を事前

確認
ガラ ス カレ ッ ト 原料、 土木資材

セル・ 封止材・ バッ ク シート 精錬

I社

アルミ 枠 ー

ガラ ス ー

セル・ 封止材・ バッ ク シート ー

各施設のリ サイ ク ル方法・ 受け入れ条件(2023年度新たに追加し た3施設）
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太陽光パネル処理の調査報告（ 2023年度調査 都内中間処理業者の受入れ実態）

都内中間処理業者へ受入れ実態に関する アンケート 調査を実施

１ 調査対象
東京都内の産業廃棄物中間処理業者 約100社
 太陽光パネルの処理が可能な中間処理業の許可を有し ている 東京都内の廃棄物処理業者
 ガラ ス く ず、 金属く ず、 廃プラ ス チッ ク 類の３ つを許可品目に含み、 破砕の許可を有す

る 者

２ 調査方法
使用済太陽光パネルの処理の実態
（ 取り 扱いの有無、 処理件数・ 処理量、 今後の対応等） を調査

（ １ ） アンケート 調査
調査票を配付（ 郵送及びWEBサイ ト 上で電子フ ァ イ ルを公開） し 、 フ ァ ッ ク ス
ま たは電子メ ールで回答

（ ２ ） 二次ヒ アリ ング調査
アンケート 調査で「 使用済太陽光パネルを処理し ている 」 と 回答し た廃棄物処理
業者に対し 、 追加調査と し て、 電話ヒ アリ ングを行い、 処理の詳細等を 確認

３ 調査時期
２ ０ ２ ３ 年１ １ 月～２ ０ ２ ４ 年３ 月
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５ ％の都内中間処理業者が太陽光パネルの受入れ実績あり
昨年よ り 太陽光パネルの処理を実施し ている （ 受け入れている ） 処理業者は減少

４ 調査結果（ １ ）

5%

44%

4%

44%

3%

使用済住宅用太陽光パネルの処理実績
（ 全１ ０ ８ 事業者）

1.処理し ている

2.処理を断っている

3.受け入れをやめた

4.依頼がなく 実績なし

5.無回答

21%

33%

46%

今後依頼があった時の対応

(実績なし 48事業者)

A受ける

B断る

C不明

アンケート 発送数 125事業者

回答数 108事業者

回答率 86.4％

※アンケート 調査回答率86.4％
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2022年度と 2023年度回答比較

2022年度 回答数 2023年度 回答数

太陽光パネル処理の調査報告（ 2023年度調査 都内中間処理業者の受入れ実態）
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 2022年度の都内住宅用太陽光パネル処理の受注件数、 受注量は非常に少ない
 事業系の太陽光パネル処理の受入れも 都内発生分は少ない
 処理と し ては破砕・ 選別後に金属類は売却（ リ サイ ク ル）

４ 調査結果（ ２ ）

太陽光パネルを処理し た実績のある 都内中間処理業者の処理件数（ 2022年度実績）

事業者名

他の廃棄物と 太陽光パネルと の混合での搬入 太陽光パネル単体での搬入

家庭用(住宅) 事業用(非住宅) 家庭用(住宅) 事業用(非住宅)

ﾊ゚ ﾈﾙ排出元 ﾊ゚ ﾈﾙ排出元 ﾊ゚ ﾈﾙ排出元 ﾊ゚ ﾈﾙ排出元

都外 都内 都外 都内 都外 都内 都外 都内

件数 量t 件数 量t 件数 量t 件数 量t 件数 量t 件数 量t 件数 量t 件数 量t

ア 0.5 0.8

イ 5 3.62

ウ 1 1.5 71 297

エ 1 7 1

オ

太陽光パネル処理の調査報告（ 2023年度調査 都内中間処理業者の受入れ実態）
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 昨年度調査と 比較する と 「 積極的に受け入れる 」 が６ →３ に減少
 「 対応可能な範囲で受け入れる 」 が23→９ に減少

４ 調査結果（ ３ ）
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2022年度と 2023年度今後の対応比較

2022年度 回答数 2023年度 回答数

3%
8%

20%

20%
1%

48%

今後の対応（ 全１ ０ ８ 事業者）

1.積極的に受ける

2.対応可能範囲で受ける

3.受けない

4.不明

5.その他

6.無回答

太陽光パネル処理の調査報告（ 2023年度調査 都内中間処理業者の受入れ実態）
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 新たなリ サイ ク ル施設の設置意向のある 事業者は８ 社
 ８ 社のう ち７ 社が都内に設置希望
 財政上の支援を希望

８ 件

７ ％

54件

50％

48件

43％

太陽光パネルのリ サイ ク ル施設の
設置意向（ 全108事業者）

ある

ない

無回答

３ 件

２ 件

２ 件

１ 件

意向あり と 回答し た事業者の設置希望場所

（ 設置意向あり ８ 事業者）

都内:23区

都内:多摩

都内:不明

都外

太陽光パネル処理の調査報告（ 2023年度調査 都内中間処理業者の受入れ実態）

４ 調査結果（ ３ ）
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次世代型ソ ーラ ーセル※

2030年カーボンハーフ 、 2050年ゼロ エミ ッ ショ ンの達成に向けて、 再生可能

エネルギー（ 再エネ） の拡大が必要不可欠です。 そこ で注目を集めている のが

「 次世代型ソ ーラ ーセル」 です。 次世代型ソ ーラ ーセルは、 ペロ ブス カイ ト と

呼ばれる 結晶構造を用いた次世代太陽電池です。 シリ コ ン系太陽電池に比べ

1） 「 薄く 軽く フレ キシブル」 である 為、 設置対象の場所の範囲が広がる

2） 製造技術開発によ って大量生産、 製造コ ス ト の低下の可能性が有る

3） 日本発の技術である ほか、 主原料のヨ ウ 素は、 世界産出量の約30パーセン

ト が日本国内産である

と いった特徴を有し 、 今後の普及拡大が期待さ れていま す。 東京都は、 こ の

次世代型ソ ーラ ーセルの実装に向けて、 様々な取組を推進し ていま す。

※次世代型ソ ーラ ーセル： ペロ ブス カイ ト と 呼ばれる 結晶構造を用いた太陽電池

東京都環境局太陽光ポータ ルウ ェ ブサイ ト よ り 引用
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次世代型ソ ーラ ーセルの調査報告

㈱積水化学工業ウ ェ ブサイ ト よ り 引用

 フ ィ ルム型

・ フィ ルム素材に材料を 塗布

柔軟性が確保でき る

 次世代型ソ ーラ ーセルのリ サイ ク ル

 ガラ ス 型

・ 主に「 建材（ 窓ガラ ス ） 一体型」 と し て開発

・ 複層ガラ ス の内側に材料を塗布し た構造の場合、 分離

回収には複層ガラ ス 分離が必要

パナソ ニッ ク ホールディ ン グス 株式会社
ウ ェ ブサイ ト よ り 引用

 シリ コ ン太陽電池リ サイ ク ルと の違い

溶解や溶解後の回収など、 既存の太陽電池リ サイ ク ルと は異なる 技術が必要

・ 薄く 軽いため、 リ サイ ク ルの際運搬が容易

ペロ ブス カイ ト 結晶構造は有機溶媒や水に溶解し やすいと いう 特性があり 、 封止
材を 切り ペロ ブス カイ ト を溶解さ せる こ と で、 含有する 金属、 電極の回収が可能

 今後

Ｒ ６ 年度も 委託調査を継続、 国の動向も 注視し ながら 協議会で情報を共有し ていく
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マニュ アルへの災害時の対応追加
 【 使用済住宅用太陽光パネルリ の取外し マニュ アル】 追加事項案

事業者用
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 【 使用済住宅用太陽光パネルリ の取外し マニュ アル】 追加事項案

マニュ アルへの災害時の対応追加 事業者用
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 【 使用済住宅用太陽光発電設備を⾧ く ・ 大切に使う ために】 追加事項案

マニュ アルへの災害時の対応追加 住民用
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リ サイ ク ル施設の追加公募の報告

太陽光パネルを適正にリ サイ ク ルでき る 施設を追加公募

１ 公募の対象
次の要件をすべて満たす産業廃棄物中間処理業者

（ １ ） 首都圏に所在する 施設において、 表１ に記載する 方法で、 シリ コ ン系の使用済住宅用
太陽光パネルのリ サイ ク ルを行う こ と ができ る 者

（ ２ ） 表１ に記載する 方法で、 令和２ 年４ 月１ 日から 申請日の前月末ま での期間において、
首都圏で使用済太陽光パネルの中間処理を1年以上行っ た実績がある 者

太陽光パネルを
構成する 素材

処理方法 再生利用率

アルミ 及び
ガラ ス

アルミ 及びガラ ス を分離し て、 アルミ 及び
ガラ ス について、 それぞれ再生利用を行う 。

再生利用と 熱回収の 再生利用
と 熱回収の合計の重量が、 使
用済住宅用太陽光パネルの総
重量の８ ０ ％以上と なる よ う
に処理を行う こ と 。
ただし 、 熱回収に算入でき る
重量は、 使用済住宅用太陽光
パネルの総重量の２ ０ ％ま で
と する 。

セル、 封止材、
バッ ク シート

アルミ 及びガラ ス を分離し た後のセル、 封
止材及びバッ ク シート について、 次のいず
れかの方法によ り 処理する こ と 。
(ア) 有用金属の再生利用（ 非鉄金属精錬

業者への引渡し ）
(イ ) 溶融処理によ る ス ラ グの再生利用
(ウ ) 熱回収施設における 熱回収

表１ リ サイ ク ルの方法
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リ サイ ク ル施設の追加公募の報告

太陽光パネルをリ サイ ク ルでき る 施設を追加公募

２ 公募期間

令和６ 年７ 月10日から 令和６ 年11月８ 日ま で

３ 調査及び指定

東京都が委託する 調査機関が、 申請書類を基に現地調査を実施し ま す。 調査機関が作成す

る 調査結果報告書に基づき 、 東京都が指定を行いま す。

４ 公募要項

以下のURLに掲載し ていま す。

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/resource/recycle/solarpower.htm l

５ 申請窓口

公益財団法人東京都環境公社優良性認定評価室

https://www.tokyokankyo.jp/apply/pv-recycle/
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リ サイ ク ル補助事業【 使用済住宅用太陽光パネルリ サイ ク ル促進事業】

リ サイ ク ル費用補助の対象を令和６ 年４ 月１ 日よ り 拡大
 発電出力10kW未満を50kW未満に拡大（ カーポート 設置を含む）

5社

15社

4社

11社

事業の 概要 太陽光パネルのリ サイ ク ルルート の構築に向け、 リ サイ ク ルに要する 費用の一部を補助

補 助 対 象
使用済住宅用太陽光パネルを都の指定する 産業廃棄物中間処理施設においてリ サイ ク ルする た
めに係る 処理費

補助対象者
都内の住宅から 排出さ れる 使用済住宅用太陽光パネル（ 発電出力50kW未満、 カーポート 設置
を 含む） を リ サイ ク ルする ために都が指定する 産業廃棄物処理施設に、 令和５ 年４ 月１ 日以降
に使用済住宅用太陽光パネルの処理の委託を 行う 排出事業者

補 助 金 額 25,000円/kW

期 間 令和６ 年４ 月１ 日～令和９ 年９ 月30日ま で

申 請 窓 口 公益財団法人東京都環境公社東京都地球温暖化防止活動推進センタ ー(ク ール・ ネッ ト 東京)

住宅用太陽光パネルの廃棄時の流れ

排出事業者 リ サイ ク ル
処理業者

太陽光パネル
撤去依頼

収集運搬収集運搬
依頼

収集運搬
業者

住民

リ サイ ク ル

環境公社

補助金申請・ マニフ ェ ス ト 提出

②補助金交付
（ 2.5万円/kW）

事務の流れ

補助金の流れ

マニフ ェ ス ト の流れ

廃棄物の流れ

解体・ 撤去業者
• ハウ ス メ ーカ ー
• 解体業者
• リ フ ォ ーム 業者
• パネル販売設置業者 等

ガラ ス

アルミ 枠

セル等

25' 20'
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その他周知先

・ 東京都電気工事工業組合 ・ 特別区清掃リ サイ ク ル主管課⾧ 会

・ 東京都板金工業組合 ・ 東京都市町村清掃担当課⾧ 会

・ JPEA等が紹介する 工事業者 ・ 協議会参加団体

・ 日本金属屋根協会

・ 東京都住宅リ フ ォ ーム 推進協議会

令和５ 年12月15日時点

情報提供（ 補助事業、 マニュ アルなどの周知活動報告）

 環境展（ 5月）
 エコ ラ イ ブあき る 野環境フ ェ ス ティ バル（ 5月）
 産業廃棄物処理業者実績報告依頼にリ ーフ レ ッ ト 同封（ 5月）
 令和6年度産業廃棄物管理責任者講習会（ ６ 月よ り 受講者限定公開）
 賃貸住宅フ ェ ア2024in東京
 その他にも 周知活動を実施

東京動画で公開
https://tokyodouga.jp/e0bgrd0-dww .htm l

日本屋根外装工事協会（ 定例会）

賃貸住宅フ ェ ア2024In東京

27' 21'
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1© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

ガラスのサーキュラーエコノミーに向けて

（ 東京都太陽光発電設備高度循環利用推進協議会）

建築ガラス アジアカンパニー

持続的経営基盤構築グループ

⾧尾 祥浩（ ナガオヨシヒロ）

2024年 09月 03日

29' 22'
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2© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

AGCの事業展開

◼ AGCの約半分強がガラスに関する事業を行っている。

◼ AGCは太陽光パネルカバーガラスの生産を現在は行っておりません。

30' 23'
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3© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

AGCグループのグローバルネット ワーク

◼ ガラスのリサイクルについてもグローバルに連携しながら進めています。

31' 24'
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4© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

建築ガラスの製造拠点（ フロート 窯）

鹿島工場

横浜テクニカルセンター

愛知工場

AGC 日本のガラス溶解窯拠点 板ガラス製造工程（ フロート法）

◼ ガラス製造工程では、原料、燃料からCO2が主に
発生します。

◼ ガラス屑（ カレット） は常に原料として再利用、投
入されています。

◼ 日本に４ 窯。全世界で26窯保有。

32' 25'
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5© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

AGC GHG排出量 と 削減ロードマップ

◼ カレット（ ガラス屑） のリサイクルは、GHG削減の重要なアイ
テムとして位置付けている。

GHG削減ロードマップ

33' 26'
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6© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

ガラスリサイクルの意義

◼ ガラス原料にカレット（ ガラス屑） を活用することにより、①製造時の天然資源・化石燃料の
使用削減、②カーボンフットプリント削減、③建築物の解体時に発生する産業廃棄物の削
減に繋がります。

1 トンの廃ガラス
のリサイクルで

0 .6 t

CO2 排出量削減
( S cop e 1 ,2 ,3 )

天然資源の
利用削減

1 .2 t

産業廃棄物の
埋立削減

1 .0 t1 .0 t

34' 27'
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7© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

ガラスリサイクルによるGHG削減効果

GHG削減効果: カレット（ ガラス屑） はバージン原料よりも融けやすいことから、燃料の削減に繋がる。
また、バージン原料に炭酸塩を使用しており、溶解時にCO2が発生するが、カレットを増やすと、炭酸塩の
使用量が減少するため、CO2の発生を抑えることができる。

よって、1Tonのカレットを、バージン原料の代わりに再利用することで、約0.6TonのCO2発生を抑制できる
(Scope1+ 2+ 3)。

GHG削減効果

(Scope1+ 2+ 3 )

6 0 0

カレット （ ガラス屑）

35' 28'
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8© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

資源有効利用の観点での社会的価値

◼ カレット（ ガラス屑） をリサイクルすることで、資源採掘の削減、埋立処分の減容に貢献でき
る。また、資源を海外から輸入しており、経済安全保障上も非常に意味のある活動。

ガラスの原料は海外から調達

資源採掘
の削減

埋立て処分
の減容

36' 29'
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9© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

ターゲット にしているカレット （ ガラス屑） は?

①
建築

②
自動車

③
太陽光パネル

解体時にカレットがリサイクルできるように回収できていない。
適切にガラスを回収、処理すれば、板ガラスへの水平リサイクルが
可能。

廃車解体時にカレットがリサイクルできるように回収できていない。
適切にガラスを回収、処理すれば、板ガラスへの水平リサイクルが
可能と考えている。
社内での不良品をリサイクルすることから進めている。

AGCは太陽光パネルの生産は既に停止しているが、2030年以降、
大量廃棄が見込まれることから、板ガラスでリサイクルすることを促
進している。

AGCは、ポストコンシューマーカレット （ 外部回収） のリサイクルを積極的に進めていく。
ポスト コンシューマーカレット のリサイクルは、今後のリサイクル比率向上に非常に重要。

37' 30'
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10© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

板ガラスの製造方法

◼ AGCは建築向け板ガラスの製造方法として、ロールアウト方式とフロート方式を採用していま
す。

◼ 結晶シリコン系パネルのカバーガラスの主要生産国は中国であり、ロールアウト方式によって製
造されています。

●ロ ールアウト 法

型板ガラ ス

網入り ガラ ス

フロ ート ガラス

AGC 横浜テクニカルセンター( YTC) AGC 鹿島工場

*1 h t tp s ://s h in k u -g l a ss . j p /c o n te n ts/k n o w le d g e /f ro s te d g la ss/ *2  h t tp s ://w w w .m a d o co n . j p /e ve n t /m a d o m a m e 9 / *3  製品検索 ｜ 製品情報 ｜ AGC

38' 31'
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11© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

カレット の受入品質基準

◼ 太陽光カバーガラスを板ガラスの原料カレットとしてリサイクルするためには、パネル由来のシリコ
ン、EVA、金属等の異物と、カバーガラスを適切に分離する必要があります。

有機化合物

非鉄金属

鉄片

無機物質 10ppm以下

20ppm以下

無いこと

10ppm以下

出展: https://www.3r-suishinkyog ikai.jp/data/event/H23S5.pdf

39' 32'
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12© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

ロールアウト 方式のPV実窯試験  (YTC_23年10月)

◼ AGCは国内初、ロールアウト方式で、カバーガラスを板ガラス向けにリサイクルする実証試験に成功

◼ 実証試験の結果、熱分解技術は高品質のガラスを得る有望な技術であることを明らかにしました。

テスト に用いた太陽光パネルの処理ラ イン

h t t p s ://c e 3 r . sh in ry o -g r .c o m /co n t a c t/rc t . p vr2  ( 株) リ サイクルテック様H P参考
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13© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

フロート 方式のPV実窯試験  (AGC鹿島工場_ 24年3月)

◼ 2024年3月、AGCは国内で初めて、技術的に困難とされていた、フロートガラス向けのリサイクル試験に成功しま
した。

◼ 2つの実証試験を通じ、熱分解技術はパネルから板硝子向けの高品質のガラスを得ることを明らかにしました。

◼ 板硝子向けに、少なくとも数千トン/年は継続消費が可能と判断。

*1

*1  ト クヤマ様資料を参考
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14© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

大量廃棄時代に向けた技術課題

◼ 結晶シリコン系のカバーガラスには、透過率を高める目的で、アンチモンという特殊成分が含有しています（ ガラスの透
過率を高める目的: 発電効率を高めるため)

◼ フロート方式で大量のカバーガラス（ 数万トン） を安定消費する為には、アンチモン発色の防止技術が必要となってく
ると考えています。

フロート法のガラス成形プロセス*2

Comp Ave M ax M in

SiO2 71.13 72.40 70.20

Al2O3 1.09 1.61 0.14

M gO 3.18 4.15 0.10

CaO 10.08 11.86 9.19

Na2O 13.93 15.00 12.83

K2O 0.03 0.05 0.01

SO3 0.24 0.38 0.17

Fe2O3 0.02 0.03 0.01

Sb2O3 0.21 0.32 0.05

結晶シリコン系ソーラーカバーガラスの組成*1

ガラス中の酸化アンチモンはガラス成形プロセス中に還元される。
還元されて形成される金属粒子によって、ガラスが発色する。
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15© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

太陽光パネル大量廃棄時代に向けた課題まとめ

① 埋め立てではなく、リサイクルが促進される仕組みの構築

② 「PVセルシリコン to 半導体シリコン」と「板ガラス(PV) to 板ガラス(建築)」等の高度リサイクルを実現する、設備導
入の促進

③ 廃カバーガラスの大量廃棄（ 年間数万トンオーダー） に向けたフロート方式でのアンチモン発色防止技術の確立

色々な太陽光パネルのリ サイクル技術が開発さ れている

【太陽光カバーガラ スのリ サイクル用途の検討) 】*4【太陽光パネルのリ サイク ル技術) 】*1 ,2 ,3

大量廃棄までは、型板ガラ ス窯が廃カバーガラ スの大き な受け皿になり 得ます。

大量廃棄時代には、フロ ート 法の発色対策技術の検討が必要。

*1  https: //www.meti. g o . jp/shing ika i/energ y_ environment/sa ise i_ kano_ energ y/pdf /0 03 _ 06 _ 0 0 . pdf *2  https: //mirai-souzou.co. jp/recycle-sola r/
*3  廃棄処分の太陽光パネルの自動解体装置・ ラ イ ン  - 【 株式会社エヌ ・ ピー・ シー】 *4 100925851.pdf (nedo.go.jp) *4  h t tp s: //w w w .n e d o .g o . j p /co n te n t/10 0 9 2 4 4 0 8 .p d f # p a g e = 16 0
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16© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

建築分野のポスト コンシューマーカレット （ ガラス屑）

①
建築

解体時にカレットがリサイクルできるように回収できていない。
適切にガラスを回収、処理すれば、板ガラスへの水平リサイクルが
可能。

4 100925851.pdf (nedo.go.jp ) *4  h ttp s : //w w w .n e d o .g o . j p /co n te n t/1 0 0 9 2 4 4 0 8 .p d f # p a g e = 16 0

建築分野では、50万トン/年のポストコンシュー
マーカレットが発生している。これは、太陽光パネ
ルの廃棄カレットよりもはるかに大きな量。
このほとんどが、板ガラスへ水平リサイクルがされ
ていない。

44' 37'
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17© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

(実例) ビル解体 &  集合住宅 から回収

◼ 高層ビルの解体、集合住宅のリノベ―ショーンからのガラスのリサイクルは経済性が成り立つ見
込みがあります。

ビル解体
ガラスを回収

ガラス選別

工場へ
集合住宅

ガラス選別

45' 38'
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18© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

ゼネコンとの共同によるビル解体ガラスリサイクル

AGCは大手ゼネコン様と協力しながら、ビル解体時の板ガラスの水平リサイクルを実現させています。

【出展: 清水建設HP https://www.shimz.co.jp/company/about/news-release/2024/2024027.htm l】 【出展: J4CE（ 循環経済パートナーシップ）  HP https://j4ce.env.go.jp/casestudy/191】
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19© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

ガラスリサイクル: 地方自治体（ 諏訪市）  実証
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20© AGC Inc.AGC All rig hts reserved . (無断転用禁止)

ガラスリサイクルの推進

◼ ガラスは半永久的に水平リサイクルできる建築資材であり、リサイクルに非常に適している。

◼ AGCはリーディングカンパニーとして、ガラスカレットのリサイクル使用率を高めることで、GHG削
減や埋立処理の削減が進み社会的価値を創出していきたい。

◼ 他社と協働しながらガラスリサイクルの実証実験を推進し、ガラスがリサイクルされることが当た
り前の社会、サーキュラーエコノミーを達成していきたい。

48' 41'
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建築物太陽光発電設備等総合促進事業について（ １ /３ ）

１ 建築物太陽光発電設備等総合促進事業の概要

 建築物（ 床面積10㎡超） を 設計する 建築士に対し 、 建築主へ太陽光発電設備に関する 説明を 義務付ける 。

制度３ 建築士太陽光発電設備説明制度（ R6施行）

 制度１ ～３ の土台と なる 環境を整備する ため、 太陽光発電に関する さ ま ざま な情報を発信する 取組

・ 太陽光発電設備普及事業者登録制度、 ポータ ルサイ ト 「 かわさ き 太陽光広場」 など

制度４ 建築物太陽光発電設備誘導支援制度

 大規模建築物（ 床面積の合計2,000㎡以上） を 建築※する 特定建築主に対し 、 太陽光発電設備等の設置を義
務付ける 。

※新築、 増築又は改築。 増築、 改築をする 場合、 当該増築又は改築に係る 部分の床面積の合計2,000㎡以上。

 当該建築物へ設備を 設置でき ない場合、 既存建築物への設置やオフ サイ ト 設置によ り 代替する こ と ができ
る 。

 特定建築事業者※に対し 、 年間新築棟数に応じ た基準量以上の太陽光発電設備の設置を義務付ける 。

※中小規模特定建築物（ 床面積の合計2,000㎡未満） を市内に年間合計床面積5,000㎡以上新築 する 大手ハウ ス メ ーカー等

 １ 棟ごと ではなく 、 特定建築事業者単位で、 各年度の基準量を 設定する 。 太陽光発電設備を 基準量以上設
置でき ない場合は、 太陽熱などの他の再エネの導入や既存建築物への設置によ り 代替する こ と ができ る 。

制度１ 特定建築物太陽光発電設備等導入制度（ R7施行）

制度２ 特定建築事業者太陽光発電設備導入制度（ R7施行）

情報提供（ 川崎市の取組について）

対象建築物
約５ ０ 件/年

制度対象者 対象建築物
約20～30社/年 約2,000件/年
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建築物太陽光発電設備等総合促進事業について（ ２ /３ ）

制度 R4 R5 R6 R7 R8
４ 月

～６ 月
７ 月

～９ 月
10月

～12月
１ 月

～３ 月

制度１
特定建築物太陽光

発電設備等導入制度

制度２
特定建築事業者太陽光

発電設備導入制度

規
則
改
正

制度周知

制度周知 制度施行

制度施行

条
例
改
正

届出公表は随時実施

ス ケジュ ールイ メ ージ

制
度
説
明
会

制
度
対
象
の

報
告
公
表

R
7

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
説
明
会

＜制度に関する ホームページ＞ 市ホ ーム ページにてキーワ ード 検索

https://w w w .city.kaw asaki.jp/300/page/0000156234.htm l 又は 制度１ ・ 制度２

情報提供（ 川崎市の取組について）
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建築物太陽光発電設備等総合促進事業について（ ３ /３ ）

●ポータ ルサイ ト 「 かわさ き 太陽光広場」 （ R6.1開始）

太陽光発電設備の効果やメリットをはじめとした情報や、設備に関するＱ Ａ 等の情報を市民に分かりやすく伝えることを目
的に運営するもの。

●「 太陽光発電設備普及事業者登録制度」 （ R6.1開始）

市内で事業活動を行う電気設備事業者やハウスメーカー等の太陽光発電設備の設置・施工を担うことができる事業者を
「見える化」し、市民が設備設置の検討を進めるための一助となることを目的。

市民が「どの事業者に頼んでよいかわからない」といった状況の解消を図るもの。

・ 主な公開情報： 対応可能分野（ 工事、 PPA、 リ ース 、 メ ンテナンス ）
取扱パネルメ ーカー等

・ ３ 月11日から 登録事業者情報を ポータ ルサイ ト で公開中
・ ハウ ス メ ーカーや電気設備事業者など 80社が登録（ R6.8.23現在）

１ 太陽光発電に関する 情報発信

太陽光発電設備普及事業者登録制度イ メ ージ

ポータ ルサイ ト 「 かわさ き 太陽光広場」

・ 主な掲載情報： 「 太陽光発電設備普及事業者登録制度」 登録事業者
情報、 太陽光発電Q＆A、 補助金情報、 イ ベン ト 情報等

情報提供（ 川崎市の取組について）

２ 太陽光発電設備等に係る 補助制度

持続可能な脱炭素社会の構築に向け、市域の再生可能エネルギー
の導入促進及び再エネの地産地消を促進するとともに、義務制度の円
滑な運用に資することを目的として、補助金を交付するもの。

・ 受付期間： ６ 月17日～12月27日
※予算額に達し たため、 ８ 月19日に受付を 終了

・ 対 象： 個人住宅（ 既築を含む）
・ 予 算： 204,250千円
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情報提供（ 国の動向）

第五次循環型社会形成推進基本計画

令和６ 年８ 月２ 日に第五次循環型社会形成推進基本計画を閣議決定し た。
国の取り 組みと し て以下が記載さ れている 。

〇「 再生可能エ ネ ルギ ー発電設備の廃棄・ リ サ イ ク ルのあ
り 方に 関する 検討会中間取り ま と め」 を 踏ま え 、 ２ ０ ３
０ 年代後半以降に 排出量が 顕著に 増加する と 想定さ れる
太陽光発電設備に つい て は、 リ ユ ース やリ サ イ ク ルを 促
進・ 円滑化する た めに、 義務的リ サイ ク ル制度の 活用を
含め 引き 渡し 及び引取り が 確実に 実施さ れる た め の新た
な 仕組みの 構築に 向け て 検討を 進めて いく 。

〇急速に普及が進む太陽光発電設備、 リ チウ ム 蓄電池、 炭
素繊維強化プラ ス チッ ク 等の 新製品・ 新素材について の
３ R ・ 資源循環に 関する 技術開発・ 設備導入を 支援する 。
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情報提供（ 再資源化事業高度化法）

 脱炭素化と 再生資源の質と 量の確保等の資源循環の取組を 一体的に促進

 製造側が必要と する 質と 量の再生材が確実に供給さ れる よ う 、 再資源化の取組
を高度化し 、 資源循環産業の発展を目指す。

Ｒ ６ 年５ 月、 廃棄物に含ま れる 資源の再利用を促す「 再資源化事業高度化法」 が成立
（ 施行： 公布日から １ 年６ か月以内）

環境省資料よ り
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